
（ ）

11.5

3.5

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

消防防災等業務庁費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

褒賞品費

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

1.3

0.6

0.1

事業番号 0147

-

30年度当初予算

11.5

3.5

1.3

0.6

0.1

0

17 17

危険物等事故防止安全憲章、国土強靱化基本計画
南海トラフ地震防災対策推進基本計画
首都直下型地震緊急対策推進基本計画

- -

17 17

関係する
計画、通知等

平成３０年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

29 21 21 17 17

16 15

執行率（％） 72% 76% 71%

平成２０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　石油コンビナート事故等の防止、被害の軽減等を図ることにより、国民の生命や財産を保護することを目的とする。

前年度から繰越し - - -

21

補正予算

予備費等

当初予算 21

-

28年度

　石油コンビナートは大量の石油や高圧ガス等を取り扱っているという特殊性に鑑み、石油コンビナート等災害防止法により、石油コンビナートの防災（災害
の発生及び拡大を防止し、並びに災害の軽減を図ることをいう。）について、消防法、高圧ガス保安法等の関連法と相まって、平時の予防、異常時の初動対
応、事故の拡大防止や被害の軽減、復旧等の総合的な対策の推進を図る。

- -

29

- -

- -

-

コンビナート災害対策等の推進 担当部局庁 消防庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 特殊災害室 室長　加藤　晃一

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

21

実施方法

27年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

石油コンビナート等災害防止法　ほか

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

72% 76% 71%



　

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

達成度 ％

石油コンビナート等特別防災区域の特定事業所の事故
（地震により発生したものを除く。）の件数（基準・目標年
度から起算した過去５年間の平均事故件数）

施策 ４．消防防災体制の充実強化

政策 Ⅶ．国民生活と安心・安全

測
定
指
標

実績値 件 235

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

27年度

27年度

年度30
27年度 28年度 29年度

目標最終年度

99.6 96.7

234

242 243

241

99.2 -

-

-

達成度

235

-

234

年度

-

240

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

石油コンビナートの防災について、平時の予防、異常時の初動対応、事故の拡大防止や被害の軽減、復旧等の総合的な対策の推進を図る。

【成果指標（アウトカム）】
・石油コンビナート等特別防災区域の特定事業所に係る事故件数
【活動指標（アウトプット）】
・石油コンビナートの防災に係る検討会開催回数：3回（平成30年度）
【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
検討会を開催すること等により、平時の予防、異常時の初動対応、事故の拡大防止や被害の軽減、復旧等の総合的な対策の推進が図られ、コンビ
ナート災害対策を推進することに寄与する。

- 30
定量的指標

242

ＫＰＩ
（第一階層）

改革
項目

分野： -

21/3

28年度

15/3

4 3 3

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

年度 年度

中間目標
定量的な成果目標

単位

事業の執行額／検討会開催回数

単位当たり
コスト

28年度 29年度

石油コンビナート等特別防
災区域の特定事業所に係
る事故件数

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

単位

石油コンビナート等特別防
災区域の特定事業所に係
る事故件数（過去５年間平
均。ただし、地震に起因す
る事故は含まない）を対前
年度比で減少させる

年度

243 -

目標値
対前回
比減

％

件

16/3 -

30年度活動見込

7 5.3

計画開始時

石油コンビナートの防災に係る検討会開催回数

29年度 30年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

5

活動実績

29年度

百万円

3 3 3

27年度 28年度 29年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

計算式 百万円/回

単位

234 234

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

240

目標最終年度

241 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
石油コンビナート等特別防災区域内の特定事業所において発生した事故の概要公表

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

3

チェック

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

石油コンビナート等特別防災区域内の事故について、件数
の減少及び被害拡大防止のため、「自衛防災組織等の教
育・研修のあり方調査検討会」を開催し、成果物である報告
書及び標準的な教育テキストについては、石油コンビナート
等特別防災区域を有する３２道府県をはじめとした関係機関
へ周知している。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

・当該事業の実施に当たっては、検討会及び調査研究の
テーマについて真に必要なテーマに厳選し設定している。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・当該事業は、消防庁が所管する法令等に基づき、全国的に
石油コンビナート事故の防止、被害の軽減等を図るために必
要な事業であり、国費の支弁にて消防庁自らが実施する優
先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

・契約先の調達に当たっては、一般競争入札等を適切に実
施することで、調達コストの低廉化に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

ホームページで公表している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

〇南海トラフ地震等の大規模災害の発生が懸念されることから、引き続き石油コンビナート等特別防災区域内の災害対策等の推進を図る必要
がある。
〇その為には、自衛防災組織等の知識や技能の向上だけではなく、石油コンビナート等防災計画に記載されている内容や防災訓練の実施状
況等の調査・分析・検討を行わなければならないことから、当該事業を今後も継続していく必要がある。

当該事業における「自衛防災組織等の教育・研修のあり方調査検討会報告書」及び「自衛防災組織等の防災要員のための標準的な教育テキ
スト」は、全国の石油コンビナート等の防災組織及び防災要員、石油コンビナート等特別防災区域を有する３２道府県をはじめとした全都道府県
及び各消防本部が閲覧できる消防庁のホームページに掲載するとともに関係機関に広報したことにより、広く周知することができたことから、有
益なものであった。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

・当該事業は、消防庁が所管する法令等に基づき、全国的に
石油コンビナート事故の防止、被害の軽減等を図るために必
要な事業であり、国費の支弁にて消防庁自らが実施する優
先度の高い事業である。

・石油コンビナート事故の防止についての取組みは国や地方
公共団体、また事業者や業界団体において様々になされて
いるものであるが、その課題等のうち、共通するものについ
ては、個々に検討するのではなく、国で検討を行うことが効
率的である。

○

○

事業番号 事業名所管府省名



現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

現
状
通
り

外部有識者による点検対象外

事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

170 平成25年度 167

平成26年度 160 平成27年度 156 平成28年度 151

平成22年度 0176-1 平成23年度 170 平成24年度

平成29年度 総務省 0155

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

消防庁

１５百万円

民間業者 ５団体

金額 ０百万円

Ａ【一般競争契約（最低価格）】

・消耗品費等

Ｂ【一般競争契約（総合評価）】

公益法人等 １団体

金額 ４百万円

・検討支援業務

民間業者 ８団体

公益法人等 ９団体

その他 ２団体

金額 ５百万円

Ｃ【随意契約（少額）】

・チェックリスト更新業務委託

・印刷製本業務

・原発事故において活動した職員の検査費費

・会場借上料等

・備品費・消耗品費等

金額 ６百万円

Ｄ【その他】

・諸謝金、旅費等



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

＊４月分クリーニング代

＊３月分クリーニング代

＊３月分ＯＡ機器消耗品の
購入

＊１月分清掃用品消耗品
費

0

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

0

0

0

0

0

0

0

一般競争契約
（最低価格）

0

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

危険物保安技術協
会

6010405002428
＊自衛防災組織等の教育・
研修のあり方調査検討会
支援業務

4
一般競争契約
（総合評価）

1 99.9％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

5010701009482

＊１１月分事務用消耗品費

＊１月分事務用消耗品費

＊３月分事務用消耗品費

＊７月分事務用消耗品費

＊９月分事務用消耗品費

＊５月分事務用消耗品費

契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

3021002041151

7010501014607

2

3

法　人　番　号

2010401015610

2010401015610 0

10

2010401015610

2010401015610

2010401015610

2010401015610

3021002041151

入札者数
（応募者数）

落札率

6

1

8

7

9

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

5

4

計 1 計 0

C.（株）三州社 D.

費　目 使　途

0

印刷製本費
「石油コンビナート等防災体制の現況」の印
刷製本

0

印刷製本費
「石油コンビナートの防災アセスメント指針」
の印刷・製本

0

印刷製本費
「林野火災対策等関係資料」及び「特殊災
害対策の現況」の製本

0

印刷製本費
石油コンビナート等特別防災区域の特定事
業所における事故概要の印刷製本費

印刷製本費
「自衛防災組織等教育・研修のあり方調査
検討会報告書」等の印刷・製本

1

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費１１月分事務用消耗品費

費　目

計 0 計 4

費　目 使　途

B.危険物保安技術協会
金　額

(百万円）

0
自衛防災組織等の教育・研修のあり方調査
検討会支援業務

使　途

消耗品費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）セイワビジネスサプライズ

4

（株）セイワビジネス
サプライズ

（株）セイワビジネス
サプライズ

（株）セイワビジネス
サプライズ

（株）セイワビジネス
サプライズ

（株）セイワビジネス
サプライズ

（株）セイワビジネス
サプライズ

有限会社　シティー・
ライフ

有限会社　シティー・
ライフ

（株）ユニティ

株式会社　美保産業

チェック



C

D

8

9

6

7

職員A 職員旅費 0

10 職員B 職員旅費 0

職員G 職員旅費 0

1

4

5

2

3

職員B 職員旅費 0

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7

8

5

6

水戸事務用品（株） 4010001030396
＊テレビジョンテレビ受像
器の購入及び設置

0
随意契約
（少額）

9

10

水戸事務用品（株） 4010001030396 ＊事務用椅子（２脚）購入 0
随意契約
（少額）

東京労災病院（独立
行政法人　労働者健
康安全機構）

7020005008492

＊平成２９年度福島原発事
故で活動した消防職員の
長期的な健康管理に基づく
追加検査

0
随意契約
（少額）

3

4

1

2

公益財団法人原子
力安全技術センター

6010005018634
＊消防訓練活動チェックリ
スト（例）の更新業務委託

1
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）三州社 5010401011375
＊「自衛防災組織等教育・
研修のあり方調査検討会
報告書」等の印刷・製本

1
随意契約
（少額）

（株）三州社 5010401011375
＊「石油コンビナート等防
災体制の現況」の印刷製本

0
随意契約
（少額）

帝国繊維（株） 7010001034840
＊林野火災現場調査に係
るタイベックス防護服等の
購入

0
随意契約
（少額）

横浜労災病院（独立
行政法人　労働者健
康安全機構）

7020005008492

＊平成２９年度福島原発事
故で活動した消防職員の
長期的な健康管理に基づく
追加検査

0
随意契約
（少額）

（財）法曹会 5010005003364
＊石油コンビナート等にお
ける自衛防災組織の技能
コンテスト表彰式の会場代

0
随意契約
（少額）

（株）三州社 5010401011375
＊「石油コンビナートの防
災アセスメント指針」の印
刷・製本

0
随意契約
（少額）

職員A 職員旅費 0

職員C 職員旅費 0

職員D 職員旅費 0

職員E 職員旅費 0

職員F 職員旅費 0

職員G 職員旅費 0
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